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火格子面積２m２以上または、焼却能力(１炉)200㎏/h
以上の廃棄物焼却炉は、大気汚染防止法の対象とな
るばい煙発生施設です。

火格子面積0.5m２以上または、焼却能力(合計)50㎏/h
以上の廃棄物焼却炉は、ダイオキシン類対策特別措
置法の対象となる特定施設です。

排出基準適用表

ばい煙の種類
適用
項目

基準値
(1炉:19.5t/8h)
4t/h未満2t/h以上

基準値
(1炉:19.5t/16h)

2t/h未満

排

出

基

準

硫黄酸化物 〇 Ｋ＝17.5

ばいじん 〇 0.08g/m3N 0.15g/m3N

有

害

物

質

カドミウム及びその化合物

塩素

塩化水素 〇 430ppm

弗素、弗化水素及び弗化珪素

鉛及びその化合物

窒素酸化物
(熱源として電気を使用するものを除く。)

〇 250ppm

水銀 〇 0.03mg/m3N

物質名 適用項目
基準値

(1炉:19.5t/8h)
4t/h未満2t/h以上

基準値
(1炉:19.5t/16h)

2t/h未満

ダイオキシン類 〇 1ng-TEQ/m3 5ng-TEQ/m3
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一般廃棄物焼却施設の基本構造

ごみクレーン

ガ
ス
冷
却
室

煙　
　

突

飛灰

灰処理設備

排ガス処理設備

（バグフィルタ）

飛灰

ごみ

排水処理設備

プラットホーム

焼却灰

（炉下灰）

に放出します。

計
量
機

ごみを高温で焼却処理します。

　ガス滞留時間２秒以上の燃焼
室において850℃以上の高温
で焼却することにより、ダイオ
キシン類の発生を抑制します。

排ガス

ごみを一時貯留します。

　十分な容量を持つごみピッ
トにおいて、ごみを一時貯留
して量の変動を緩和します。

搬入ごみ量を管理します。

　搬入されたごみ量は重量を計
り、管理します。また、搬入車輌
が安全にごみを投入できるプラ
ットホームを確保します。

汚水

汚水を流しません。

　施設で発生する汚水は、
適正に処理し、再利用する
ことで場外に排水しません。

エネルギーを
有効に利用します。

　排ガスが持つ熱エネル
ギーを温水等に転換し有
効利用し、温室効果ガス
の低減に努めます。

ごみを定量供給します。

　ごみクレーンにより撹拌し
て均一な性状とし、定量的に
炉内にごみを供給すること
で、安定燃焼を促します。

排ガスを適正に浄化し、
周辺環境を保全します。

　排ガス中のダイオキ シン
類等を高度に除去し、周辺
環境保全が図れるレベルに
浄化します。

埋立処分や再利用します。

　焼却灰（主灰）の一時貯
留や飛灰の処理を行い、
埋立処分や再利用できる
ようにします。

灰搬出装置 搬出

臭気を漏らしません。

　プラットホーム出入り口への
エアカーテンの設置、燃焼用空
気をごみピット内から採取する
ことで空気の流れを外から中
に向け、臭気を外部に漏らさな
いようにします。

地震に強い施設とします。
　想定される地震力に耐えうる
建築、機械設備とします。非常
用発電を設けるなど、震災時に
おいても最低限ごみの受入を可
能とします。また、土砂災害、浸
水対策として、プラットホームを
２Fに設置することも可能です。

焼　却　炉

再
利
用
水

排ガスを急冷します。

　ダイオキシン類の発生抑制の
ため高温焼却された後の排ガ
スは、急冷することでダイオキ
シン類の再合成を抑制します。

焼却施設の種類
ストーカ式 流動床式

炭化方式 メタン化＋焼却方式
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破砕・選別施設の基本構造

選別機

手選別 ガラス自動色選別 磁力選別機

※上図は、ビンの形状を残して選別す
る方式で、ボトルソーターとも呼ばれ
る。一方、破砕された状態で選別する
カレットソーターも開発されている。

非金属
鉄

アルミ

N

N

S

S

シュートシュート シュート

破砕機

低速二軸式破砕機 高速回転式破砕機

圧縮（梱包）機

計
量
機

プ
ラ
ッ
ト
ホ
ー
ム

資源ごみ
受入ヤード

不燃・粗大ごみ

受入ヤード

コンベヤ室
２F　選別室

１F　貯留・搬出室

電気室 集じん器室

中央操作室

２、３F　選別室

１F　貯留・搬出室
破砕機室

騒音・振動を最小化します。
　破砕機等、騒音・振動の発生
源となる設備は、防音・防振対
策を施した室内に設置します。

粉じんを除去します。
　破砕機等で発生する
粉じんを捕集し、周辺
環境を保全します。

-4-



一般廃棄物最終処分場（管理型）の基本構造

浄化処理  

浸出水処理施設

埋立地で発生する汚水を高度に浄化し、
下流へ放流します。下水道に接続し、下水
道投入とすることも可能です。
また、クローズド型であれば、散水量を調
整し、無法流とすることも可能です。

貯留構造物

土堰堤またはコンクリート
堰堤により埋立物をがっ
ちり保管します。

覆土の励行
埋立中並びに埋立完了
時に覆土することで、埋
立物の飛散を防止しま
す。

外周雨水排水施設

埋立地の背後の流水を
埋立地内に浸入させな
いように、速やかに下流
へ排除します。

浸出水集排水設備

ごみの中を通った汚水
を速やかに集排水して
下流に設する浸出水調
整設備へ導水します。

地下水集排水設備

地下水を速やかに排除
し遮水シートの浮き上が
り等を防止します。

基礎地盤の確保

しかりとした地盤を確保
するため、軟弱地盤改良
等を行います。

浸出水調整設備

埋立地からの汚水は、降
水により変動するため、
一旦調整します。

地下水監視設備

地下水を定期的に監視
し、汚水の漏水を早期に
発見します。

しゃ水設備
埋立地の全面にしゃ水シ
ートを２重に敷きつめて
汚水が地下に漏れない
ようにします。

地震に強い施設とします。

 締切堰堤や浸出水処理施設は、想定される
地震力に耐えうる構造とします。

 埋立地底部は、地盤改良等により埋立物を
支えることのできる地盤とします。

 地下水による地すべりが起こらないよう、地
下水を速やかに排除します。
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オープン型（従来型）処分場

クローズド型（被覆型）処分場
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オープン型とクローズド型の比較

オープン型 クローズド型

経済性
建設費○
維持管理費×

建設費×
維持管理費○

維持管理性
×

多雨時汚水処理
○

安定化 ○ △
洗出し機能弱

周辺環境保全
×

カラス飛来
ごみの飛散

○
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